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 ６章 防災指針 

 

１．防災指針とは 

平成23年に発生した東日本大震災や平成28年の熊本地震など、各地で発生した大規

模地震は、突然襲ってくる自然災害への備えの重要性を再認識させました。また、想

定外の集中豪雨等による河川堤防の決壊や土石流の発生など、全国各地で水災害や土

砂災害が激甚化、頻発化しており、住民の生命や財産、社会経済への被害が大きなも

のとなっています。このようなことから、近年、防災・減災がまちづくりにおける主

要なテーマのひとつとなっています。 

この防災指針は、災害ハザードエリアにおける開発規制や同エリアからの移転の促

進、防災施策との連携強化など、主に居住誘導区域内における防災・減災のまちづく

りに必要な対策を計画的かつ着実に講じていくために定めるものです。今後発生が想

定される最大規模の災害に備え、本指針に定める取組方針に基づき、区域ごとの防災・

減災の課題に即した具体的な取組を進めます。 

 

  ■防災指針検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

STEP１  災害ハザード情報等の収集・整理 

STEP２  災害リスクの高い地区等の抽出 

STEP３  区域ごとの防災まちづくりの課題 

STEP４  防災まちづくりの将来像と取組方針 

STEP５  具体的な取組とスケジュール 

STEP６  目標値の検討 

 

第３章 居住誘導区域 

第４章 都市機能誘導区域 

検証 整合 

防災に関する上位・関連計画 

⚫ 本庄市総合振興計画 

⚫ 本庄市都市計画マスタープラン 

⚫ 本庄市地域防災計画 

⚫ 本庄市国土強靭化地域計画 
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２．災害リスクの分析と防災・減災のまちづくりに向けた課題 

１）災害ハザード情報等の収集・整理 

居住誘導区域周辺における災害リスクの分析を行うためには、発生する恐れのある

災害ハザード情報を網羅的に収集・整理することが必要です。 

本指針の策定にあたり、①地震＋火災、②洪水、③内水氾濫、④土砂災害、⑤大規

模盛土造成、⑥避難対策の情報等を収集・整理しました。 

 

２）災害リスクの高い地区等の抽出 

①地震＋火災 

【被災履歴】 

本市周辺で発生した過去の大規模地震は、大正12年の関東大震災、昭和６年の西埼

玉地震がありますが、いずれについても市内の被災記録はありません。近年のものと

しては、平成23年の東日本大震災があり、本市における被災状況は以下のとおりです。 

 

 

 

【本市周辺における地震活動の特徴】 

本市周辺の主要な断層帯としては、西埼玉地震の震源の可能性が指摘されている深

谷断層帯（関東平野北西縁断層帯）があります。この断層帯と綾瀬川断層帯が一体と

なって発生する地震については、M8.1程度、30年以内の地震発生確率は0.008％未満

と想定されています。 

東日本大震災における本市の被災状況 

⚫ 震度５弱 

⚫ 灯篭、屋根瓦、外壁、ブロック、墓石の倒壊及び落下等あり（市内計 96件） 
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■埼玉県周辺における地震活動の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：地震調査研究推進本部「埼玉県の地震活動の特徴」 

【地震被害の想定】 

埼玉県「平成24･25年度埼玉県地震被害想定調査報告書」では、①東京湾北部地震、

②茨城県南部地震、③元禄型関東地震、④関東平野北西縁断層帯地震、⑤立川断層

帯地震の５つのケースの被害想定を挙げており、本市が関連する最も被害の大きい

地震は「関東平野北西縁断層帯地震」としています。「関東平野北西縁断層帯地震」

による主な被害想定と災害対策は下表のとおりです。 

■本市における地震被害想定 

出典：埼玉県「平成 24･25 年度埼玉県地震被害想定調査報告書」 
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【想定震度分布】 

埼玉県が想定している関東平野北西縁断層帯地震の地表震度の分布図によると、本

計画で定めている居住誘導区域については、本庄駅周辺が震度６強、児玉駅・本庄早

稲田駅周辺が震度７及び６強のエリアとなっています。 

 

■想定震度分布（関東平野北西縁断層帯地震） 

出典：埼玉県「平成 24･25 年度埼玉県地震被害想定調査報告書」より作成 

※250ｍメッシュ 
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【液状化可能性分布】 

埼玉県が想定している関東平野北西縁断層帯地震の液状化可能性の分布図による

と、市内には液状化の可能性が高い地区はなく、やや高い地区や低い地区が利根川沿

いの低地に分布しています。 

 

■液状化可能性分布（関東平野北西縁断層帯地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：埼玉県「平成 24･25年度埼玉県地震被害想定調査報告書」より作成 

※250ｍメッシュ 
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【全壊棟数分布】 

埼玉県が想定している関東平野北西縁断層帯地震の全壊棟数の分布図によると、建

物の密度が高く想定震度が６強を上回る本庄駅・児玉駅周辺では、250ｍメッシュあ

たり20棟以上の全壊が発生することが想定されています。 

 

■全壊棟数分布（関東平野北西縁断層帯地震） 

出典：埼玉県「平成 24･25 年度埼玉県地震被害想定調査報告書」より作成 

※250ｍメッシュ 
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【延焼クラスター分布】 

内閣府が想定している延焼クラスター※の分布図によると、建物の密度が高い本庄

駅・児玉駅周辺などで300棟以上の延焼クラスターが発生することが想定されています。

大規模地震が発生し、建物の倒壊や通電に伴う火災が同時多発的に発生した場合には、

消火活動が困難となり、延焼を止めることが難しくなります。 

 

■延焼クラスター分布 

出典：内閣府『「地震時等の電気火災の発生・延焼等の危険解消に取り組むべき地域」の指定に関する参考データ 

取扱いマニュアル』より作成 

※ 延焼クラスター：地震に伴う火災が同時多発的に発生し、消防活動が全く行われずに放置された場

合の延焼範囲（運命共同体）のこと。 
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【不燃領域率分布】 

内閣府が想定している不燃領域率の分布図によると、建物の密度が高い本庄駅・児

玉駅周辺などでは不燃領域率が低くなっています。不燃領域率は、以下の数式により

求められ、数値が低いほど延焼の危険性が高く、最低でも40％を上回ることが求めら

れています。なお、70％程度確保されていれば延焼しないとされています。 

不燃領域率＝空地率＋(1－空地率)×不燃化率 

・空地率＝幅員6m以上の道路面積及び100㎡以上の空地面積／区域面積 

・不燃化率＝耐火建築物建築面積＋0.8×準耐火建築物建築面積／区域面積 

■不燃領域率分布（町丁目別） 

出典：内閣府『「地震時等の電気火災の発生・延焼等の危険解消に取り組むべき地域」の指定に関する参考データ 

取扱いマニュアル』より作成  
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②洪水 

【本市周辺における水害履歴】 

本市周辺における過去の水害として最も大きなものは、昭和22年のカスリーン台風

によるもので、浸水家屋は約1,100戸、死傷者数は13名に上りました。以降、これを

上回る大規模な洪水は発生していません。 

 

【浸水想定】 

本市を流れる利根川及び小山川は、洪水予報河川※1となっていることから、国が洪水

浸水想定区域図を作成しています。本市では平成30年３月に、この図面と埼玉県・群馬

県が作成した洪水浸水想定区域図を重ね合わせた「本庄市洪水ハザードマップ」（最新

版は令和３年３月）を作成し、水害リスクの周知に努めています。 

ここでは、1000年に一度の想定最大規模（Ｌ２※2）の降雨量に基づいて浸水リスク

評価を行います。 

 

■想定している降雨規模（Ｌ２） 

出典：本庄市「洪水・内水氾濫ハザードマップ」 

 

  

※１ 洪水予報河川：氾濫のおそれがあるという情報を住民に提供する河川のこと。 

※２ Ｌ２：水防法の規定により周知することが定められている1000年に１回程度以上の確率。 
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【各河川のリスク該当状況】 

国・県が作成している浸水想定区域図、水害リスク情報図から確認した各河川にお

けるそれぞれの地区での想定リスクの有無は下表のとおりです。 

■本市周辺河川の想定リスク該当状況 

出典：国土交通省及び埼玉県・群馬県「洪水浸水想定区域図」より作成 

 

【浸水想定区域】 

次頁の図は、本市に関連する全河川の浸水想定（Ｌ２）を合成し、最大の浸水深を

図示した浸水想定区域図です。 

図によれば、居住誘導区域内の一部で0.5ｍ以上の浸水想定区域が分布しているこ

とが確認できます。また、本庄駅周辺の西部に床下浸水が発生する可能性がある0.5

ｍ未満の浸水想定区域があります。 

 

※１ Ｌ１：河川改修や住民への避難指示等の基準となっている、概ね100年に１回程度以上の確率。 

※２ 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）：家屋の流失・倒壊をもたらすような洪水の氾濫流が発生す

るおそれがある範囲のこと。 

※３ 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食）：家屋の流失・倒壊をもたらすような洪水時の河岸侵食が

発生するおそれがある範囲のこと。河岸浸食とは川の流れる勢いにより地面が削り取られること

で、家屋がどのような造りであるかは関係なく壊れる危険性がある。 

公表

年月日

居住誘導区域 居住誘導区域 居住誘導区域 居住誘導区域

①

本

庄

駅

周

辺

②

児

玉

駅

周

辺

③

本

庄

早

稲

田

駅

周

辺

①

本

庄

駅

周

辺

②

児

玉

駅

周

辺

③

本

庄

早

稲

田

駅

周

辺

①

本

庄

駅

周

辺

②

児

玉

駅

周

辺

③

本

庄

早

稲

田

駅

周

辺

①

本

庄

駅

周

辺

②

児

玉

駅

周

辺

③

本

庄

早

稲

田

駅

周

辺

利根川 ● ● × × ● ● × × ● × × × × × × × H29.7.20

小山川 ● × × × ● × × × × × × × × × × × 〃

烏川 ● ● × × ● × × × × × × × × × × × H28.8.2

神流川 ● ● × × ● × × × × × × × × × × × 〃

小山川 ● ● × ● ● × × × × × × × ● × × ● R2.5.26

女堀川 ● × × × ● × × × × × × × ● ● × × 〃

御陣場川流域 ● × × × － － － － － － － － － － － － 〃

神流川 ● × × × － － － － － － － － － － － － 〃

●含む　×含まない　－資料なし

埼玉県管理

浸水想定区域（L2）
家屋倒壊等氾濫想定区域

（氾濫流）※2

家屋倒壊等氾濫想定区域

（河岸浸食）※3
浸水想定区域（L1）※1

国管理
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■浸水想定区域（全河川合成・Ｌ２） 

出典：本庄市「本庄市洪水・内水氾濫ハザードマップ」より作成 

 
※ 外水：堤防を境に河川が市街地の外側にあることから外水と呼ぶ。外水氾濫は川の堤防が破堤した

場合などに起こる洪水のこと。 
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③内水氾濫 

内水※氾濫ハザードマップによると、市街地内にも0.5ｍ以上の浸水想定区域が点在

しています。近年の内水被害発生箇所は本庄駅周辺の市街地に集中しており、道路冠

水などの被害が発生しています。 

■内水被害発生箇所及び内水浸水被害想定区域 

出典：内水被害発生箇所は本庄市調べ（平成 19 年～令和 4 年 7 月）       
内水浸水被害想定区域は本庄市「洪水・内水氾濫ハザードマップ」より作成 

  ※ 内水：河川の堤防を境に市街地側を流れる側溝や下水道などを内水と呼ぶ。内水氾濫とは市街地に
降った雨が処理能力を超える場合や、川が溢れかかっておりポンプで排水できない場合に起こる洪
水のこと。 
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④土砂災害 

埼玉県が指定する土砂災害警戒区域・特別警戒区域図によると、本市の土砂災害危

険箇所は、都市計画区域外の谷沿いに集中しています。 

居住誘導区域には土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）に該当する危険箇所はあ

りませんが、本庄早稲田駅の南側の居住誘導区域には、土砂災害警戒区域（イエロー

ゾーン）が含まれています。 

■土砂災害警戒区域 

出典：本庄市「土砂災害ハザードマップ」より作成 

土砂災害特別警戒区域 
（レッドゾーン） 
土砂災害が発生した場合、建築物に損壊
が生じ、住民に危害が生じるおそれのあ
る区域 

土砂災害警戒区域 
（イエローゾーン） 
土砂災害のおそれがある区域 
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⑤大規模盛土造成 

埼玉県が作成している大規模盛土造成マップによると、市内には大規模盛土造成地

が26か所存在し、内22か所が谷埋め盛土、４か所が腹付け盛土となっています。 

居住誘導区域には２か所の谷埋め盛土がありますが、いずれも周辺への影響が出な

いように対策が取られています。 

 

■大規模盛土造成地 

出典：埼玉県「大規模盛土造成マップ」より作成 



 

81 

⑥避難対策 

【浸水時道路途絶可能性箇所（Ｌ２）】 

下の図は、最大規模の降雨時に洪水が発生した場合の道路浸水状況を想定するため

に道路網図と浸水想定区域図を重ね合わせたものです。 

居住誘導区域のうち、本庄駅周辺の西部と南部において、冠水して通行不能となる

可能性の高い道路があります。 

■浸水時道路途絶可能性箇所（Ｌ２） 

出典：国土地理院ベクトル地図、本庄市「本庄市洪水・内水氾濫ハザードマップ」より作成 
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【徒歩避難距離圏】 

下の図は、本市の指定緊急避難場所まで徒歩で避難した場合の距離圏図です。 

一般的に徒歩による避難の限界距離は２kmとされており、赤色で示した区域までが

徒歩で指定緊急避難場所まで避難できる区域です。居住誘導区域は、３区域とも概ね

１kmの範囲内に収まっています。 

 

■徒歩避難距離圏 

出典：本庄市「本庄市地域防災計画（資料編）」より作成 
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３）区域ごとの防災まちづくりの課題 

①本庄駅周辺 

ポイント 

☞地震の想定最大震度は６強であり、老朽木造家屋が密集しているエリアでは火災時

に延焼が発生する危険性があります。 

☞区域北側に利根川からの浸水想定区域が迫っており、市街地内の一部低地に0.5ｍ

を超える浸水想定区域と内水被害実績があります。 

 

■災害リスク課題図【本庄駅周辺】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本庄駅周辺の防災の課題】 

⚫ 災害リスクに応じた避難場所等の周知 

⚫ 老朽木造建築物の耐火構造化と耐震診断・耐震改修の促進 

⚫ 道路の拡幅による避難路の確保と消火活動困難区域の解消 

⚫ オープンスペースの確保と道路の拡幅による延焼危険性の低減 

⚫ 洪水時における区域外からの避難者の受け入れと帰宅困難者対策 

  



84 

 

②児玉駅周辺 

ポイント 

☞地震の想定最大震度は７であり、建物倒壊の可能性や老朽木造建築物が密集してい

るエリアでは火災時に延焼が発生する危険性があります。 

☞駅前通線沿道では、不燃領域率が40％を下回っています。 

 

■災害リスク課題図【児玉駅周辺】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【児玉駅周辺の防災の課題】 

⚫ 災害リスクに応じた避難場所等の周知 

⚫ 老朽木造建築物の耐火構造化と耐震診断・耐震改修の促進 

⚫ 道路の拡幅による避難路の確保と消火活動困難区域の解消 

⚫ オープンスペースの確保と道路の拡幅による延焼危険性の低減 
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③本庄早稲田駅周辺 

ポイント 

☞区域中央の想定最大震度は７であり、建物が倒壊する可能性があります。 

☞区域南側に接する小山川からの浸水想定区域が続いており、0.5ｍ以上の浸水が想

定されるエリアがあります。 

☞区域内に土砂災害警戒区域（イエローゾーン）を一部含むエリアがあります。 

 

■災害リスク課題図【本庄早稲田駅周辺】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本庄早稲田駅周辺の防災の課題】 

⚫ 災害リスクに応じた避難場所等の周知 

⚫ 老朽木造建築物の耐火構造化と耐震診断・耐震改修の促進 

⚫ 土砂災害警戒区域（イエローゾーン）の定期的な監視 
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３．防災まちづくりの将来像と取組方針 

１）防災まちづくりの将来像 

防災まちづくり※を推進するためには、これまで以上にハード・ソフトにわたる総合的

な施策を展開することにより、リスクの回避・低減に努める必要があります。 

加えて、リスク分析の結果や防災の課題を踏まえ、行政と地域住民が地域の災害リス

クを認識・共有し、今後の土地利用規制や居住誘導施策を進めていくことが重要です。 

本市の防災まちづくりの将来像については、上位・関連計画である本庄市総合振興計

画や本庄市都市計画マスタープラン、本庄市地域防災計画等も踏まえ、以下のとおり定

めるものとします。 

 

 

 

 

 

２）基本方針 

⚫ 想定最大規模の降雨に対応する 河川等の整備 

⚫ 災害発生時の被害を最小限にとどめる 都市の防災性向上 

⚫ 住民の生命の安全を確保する 避難対策の強化 

⚫ 日頃から災害発生に備える 防災体制の強化 

⚫ 多様な主体が連携して防災対策や復興に取り組む 防災まちづくりの意識啓発 

 

  

災害リスクを正しく認識し、 

多様な主体が連携して取り組む、災害に強いまちづくり 
 

※ 防災まちづくり：地震・火災発生・豪雨・豪雪などの自然現象を誘因として発生する被害をできる

だけ小さくするように、災害に強いまちをつくっていく行政と市民の共同努力のこと。 
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４．具体的な取組とスケジュール 

基本方針に基づき実施する具体的なハード・ソフト対策の取組とスケジュールは以下

のとおりです。 

 

１）国及び県による取組 

凡例：（     ：実施） 

取組 

種別 

災害 

リスク 

対策 

取組内容 
実施 

主体 

主な 

実施区域 

実施期間 

短期 

(5年) 

中期 

(10年) 

長期 

(20年) 

河
川
等
の 

整
備 

低減 利根川の河川改修（堤防整備等） 

国 
県 

本庄    

低減 小山川の河川改修（堤防整備等） 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 

   

低減 流域治水の取組促進 
国 
県 
市 

本庄 

児玉 

本庄早稲田 

   

 

【河川等の整備】 

河川改修（堤防整備等）（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 流域における浸水被害の軽減を図るため、利根川水系河川整備計画や埼玉県河川

整備計画に基づく堤防整備等を国・県に要望していきます。 

流域治水の取組促進（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等を踏まえ、治水のためのハード

対策をより一層加速するとともに、流域に関わる関係者が協働で水災害対策に取

り組む「流域治水」に参画し、多様な主体と連携して対策の充実に取り組みます。 
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２）市の既存施策に基づく取組 

凡例：（     ：実施      ：継続的に実施） 

取組 

種別 

災害 

リスク 

対策 

取組内容 
実施 

主体 

主な 

実施区域 

実施期間 

短期 

(5年) 

中期 

(10年) 

長期 

(20年) 

河
川
等
の 

整
備 

低減 準用河川の改修●●● 市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 排水路・雨水浸透施設の整備●● 市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

都
市
の
防
災
性
向
上 

低減 
雨水流出を抑制する土地利用の
保全● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 
建築物・施設等の耐震性向上●●
● 

市 
本庄 

児玉 
   

低減 
防火地域・準防火地域の指定検討
●●● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 
公園整備・再整備を通じた防災性
の向上●●● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

避
難
対
策
の
強
化 

低減 避難路の整備●●● 市 
本庄 

児玉 
   

低減 避難誘導機能の充実●● 市 本庄    

低減 
多重な災害情報伝達機能の確保
●●● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 防災拠点の計画的整備●●● 市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 指定避難所の機能強化●● 市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 帰宅困難者対策の充実●● 市 
本庄 

本庄早稲田 
   

防
災
体
制
の
強
化 

低減 相互応援・協力体制の強化●● 市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 自主防災組織の育成●●●● 市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 

   

低減 
消防団活動と地域防災力の向上
●●● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

防
災
ま
ち
づ
く
り

の
意
識
啓
発 

低減 
各種ハザードマップの整備・更新
による災害リスクの周知●●● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 
啓発活動を通じた市民の危機意
識向上●●●● 

市 
本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

【上位・関連計画における取組の位置づけ】 

●本庄市総合振興計画 ●本庄市都市計画マスタープラン ●本庄市地域防災計画 ●本庄市国土強靭化地域計画 
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【河川等の整備】 

準用河川の改修（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 異常気象により激甚化・頻発化する水災害に対応するため、河川管理者が主体と

なり流域全体で進める「流域治水」と整合を図りながら、市内の準用河川の氾濫

危険性を低減する河川改修を計画的に推進します。 

排水路・雨水浸透施設の整備（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 繰り返し発生する道路冠水などの内水被害や住宅の浸水被害を低減するため、排

水路の整備を推進します。 

⚫ 短時間の豪雨による排水路への急激な雨水流入を抑制するため、公共施設の整備

等に合わせた雨水浸透施設の整備を推進します。 

 

 

【都市の防災性向上】 

雨水流出を抑制する土地利用の保全（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 市街地内の緑地やオープンスペースなど、保水機能を持つ土地利用の保全を図る

ことにより、排水路等への急激な雨水の流入を抑制し、豪雨による内水被害の発

生を抑制します。 

建築物・施設等の耐震性向上（本庄・児玉）  

⚫ 住宅や建築物の耐震診断及び耐震改修を促進します。 

防火地域・準防火地域の指定検討（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 延焼危険性の高い市街地については、これを軽減するため、防火地域及び準防火

地域の指定拡大を検討します。 

公園整備・再整備を通じた防災性の向上（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 新たな公園の整備や既存の公園の再整備にあたっては、周辺市街地の防災性向上

に資する施設整備や防災資機材の備蓄などに努めます。 
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【避難対策の強化】 

避難路の整備（本庄・児玉）  

⚫ 狭あい道路が多く、震災時の道路閉塞や浸水時の道路冠水により避難が困難とな

る可能性が高い既成市街地（まちなか）などにおいては、避難路となる広幅員道

路の整備を進めます。 

避難誘導機能の充実（本庄）  

⚫ 洪水時における指定緊急避難場所までの経路や想定浸水深を周知する誘導標識

の設置などにより、避難誘導機能を充実します。 

多重な災害情報伝達機能の確保（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 防災無線の整備・点検や日頃からの訓練による確実な運用に加え、Ｊアラートや

ＳＮＳなどの活用により、多重な災害情報伝達機能を確保します。 

防災拠点の計画的整備（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 公共施設の整備・改修や統廃合に合わせた防災拠点の計画的な整備を検討します。 

指定避難所の機能強化（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 指定避難所については、感染症を踏まえた定員確保が可能な施設の配置を図ると

ともに、停電時に機能維持を図ることができる独自電源や多重な通信手段を確保

し、資機材や備蓄物資の充実を図ります。 

帰宅困難者対策の充実（本庄・本庄早稲田）  

⚫ 市内に通勤・通学する人が被災した際、安全に滞在できるよう、市内企業や学校、

鉄道事業者などと連携し、帰宅困難者の対策を進めます。 
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【防災体制の強化】 

相互応援・協力体制の強化（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 他自治体、民間団体、民間企業等と締結している災害協定等の継続・強化を図る

とともに、防災協力事業所との協力体制の強化を図ります。 

自主防災組織の育成（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 自助・共助による地域の防災力向上に努める自主防災組織の結成や活動・訓練に

対する支援を充実します。 

消防団活動と地域防災力の向上（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 消防団員の定年延長や準中型自動車免許の取得支援等、様々な方法で団員の確保

に努めます。 

⚫ 消防団が活動しやすい環境を整えるとともに、地域住民と連携して防災力を向上

するための活動や体制の整備に努めます。 

 

 

【防災まちづくりの意識啓発】 

各種ハザードマップの整備・更新による災害リスクの周知（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 被害想定の更新に応じた各種ハザードマップの整備・更新を迅速に行うとともに、

分かりやすい情報発信に努めるなど、市民に対し、災害リスクを広く周知します。 

啓発活動を通じた市民の危機意識向上（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 家庭や事業所等におけるローリングストック※の呼びかけや広報活動、啓発イベ

ント等を通じた防災知識の普及などにより、災害に対する市民一人一人の危機意

識の向上を図ります。 

  

※ ローリングストック：日頃から自宅等で利用しているものを少し多めに備えることで、災害時に自

宅等で当面生活することを可能とする取組のこと。備えるべき品目・量を最小限に保ちながら、少

し多めに備えているものを日常の中で消費していくため、特別な準備は必要ない。 
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３）その他の取組 

凡例：（     ：実施      ：継続的に実施） 

取組 

種別 

災害 

リスク 

対策 

取組内容 
実施 

主体 

主な実施

区域 

実施期間 

短期 

(5年) 

中期 

(10年) 

長期 

(20年) 

都
市
の
防
災
性 

向
上 

低減 

木造住宅が密集している市街地

の不燃化・難燃化の促進と防災空

間の整備●●● 

市 
本庄 

児玉 
   

回避 
浸水ハザードエリアにおける住

宅建築の抑制● 
市 

居住誘導

区域外    

避
難
対
策

の
強
化 

低減 
公共施設の統廃合を契機とした

防災拠点の整備検討 
市 

本庄 

児玉 
   

防
災
ま
ち
づ
く
り
の 

意
識
啓
発 

低減 復興事前準備の取組検討●● 市 

本庄 

児玉 

本庄早稲田 
   

低減 復興訓練の実施検討 市 
本庄 

児玉 
   

【上位・関連計画における取組の位置づけ】 

●本庄市総合振興計画 ●本庄市都市計画マスタープラン ●本庄市地域防災計画 ●本庄市国土強靭化地域計画 

 

【都市の防災性向上】 

木造住宅が密集している市街地の不燃化・難燃化促進と防災空間の整備（本庄・児玉）  

⚫ 木造住宅が密集している不燃領域率の低い市街地内では、火災発生時の延焼を防

ぐため、建物の不燃化・難燃化を促進し、延焼遮断帯となるオープンスペース等

の防災空間の整備を進めます。 

浸水ハザードエリアにおける住宅建築の抑制（居住誘導区域外）  

⚫ 居住誘導区域外で行っている建築等の届出制の運用を通じて、浸水ハザードエリ

アにおける住宅建築を抑制します。 

⚫ 居住誘導区域内への住宅建築を誘導する支援策の充実により、居住誘導区域外の

浸水ハザードエリアへの住宅建築を抑制します。 
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【避難対策の強化】 

公共施設の統廃合を契機とした防災拠点の整備検討（本庄・児玉）  

⚫ 公共施設の統廃合により空き施設が生じる場合や公共施設の複合化による整備

を検討する場合は、防災拠点としての機能導入を検討します。 

 

 

【防災まちづくりの意識啓発】 

復興事前準備の取組検討（本庄・児玉・本庄早稲田）  

⚫ 東日本大震災等の大規模災害の経験を踏まえ、平時から災害が発生した場合を想

定し、どのような被害が発生しても対応できるよう、復興に資するソフト的対策

を事前に準備する復興事前準備の取組を検討します。 

復興訓練の実施検討（本庄・児玉）  

⚫ 木造老朽住宅が密集する市街地などにおいて、大規模地震が発生した場合のシミュ

レーションや被災後の復興まちづくりを行政や市民が連携して図上演習を行う復興

訓練の実施を検討します。 

 

 

 

５．目標値の検討 

防災まちづくりの将来像の実現に向けて、計画的な取組の進捗を図るための目標値

を以下のように設定しました。 

【防災指針に基づく目標値】 

指標 現状値 目標値 

住宅の耐震化率※1 
【平成30年】 

91％ 

【令和８年】 

95％ 

自主防災組織率※2 
【令和３年】 

95％ 
【令和９年】 

100％ 

備蓄食料 
【令和３年】 
48,340食 

【令和９年】 
60,000食 

 

  

※１ 住宅の耐震化率：「本庄市建築物耐震改修促進計画」（令和３年３月）で定めた目標。現状値は平

成30年10月１日現在。目標値は令和７年度末。 

※２ 自主防災組織率：自主的に地域の防災活動を行う組織が各自治会に組織化されている割合。 
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